
 

 

 

 

 

 

 

 

第３ 様式・例示集 

  



 

 

 

（様式 １） 

令和  年  月  日 

 

北陸財務局（    財務事務所）長 殿 

 

 

申請者（土地所有者） 

〒 

住 所 

氏 名            

電 話  （   ） 

 

実務取扱者 

〒 

住 所  

氏 名                       
（職印又は実印） 

電 話  （   ） 

 

 

 

 

土地境界確定申請書 

 

私所有の土地と隣接する下記財務省所管国有地との境界確定(地図朱線の箇所)をし

たいので必要書類を添えて申請します。 

 

 

記 

 

１ 国有地の所在 

 

２ 申請の目的 

 

３ 添付書類 

① 位置図、現地案内図 

② 現況実測平面図 

③ 公図又は 14 条地図の写し 

④ 旧公図の写し 

⑤ 隣接土地の登記事項証明書又は土地所有者調書 

⑥ 市町村が発行する「法定外公共物にかかる機能の有無について」 

⑦ 現況写真 

⑧ 調査報告書（境界確定申請時提出用） 

⑨ 実務取扱者の本人確認書類 

⑩ その他参考資料 



 

 

 

（様式 ２） 

 

委  任  状 

 

 

私儀  住所 

氏名                様を 

代理人として定め、下記１の私所有の土地における下記２の権限を委任します。 

 

 

 

記 

 

 

 

１ 土地の所在 

 

 

２ 委任する権限 

 

例： ・土地境界確定申請に関する一切の権限。 

・境界確定申請に伴う現地立会及び境界確定協議に関する一切の権限。 

 

 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

北陸財務局（   財務事務所）長  殿 

 

 

委任者 住 所 

氏 名                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 例示 ３  
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 例示 ４  
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（様式 ５） 

土地所有者調書 

 

所 在 地番 地目 
地積 

(㎡) 

取得の原因

及び年月日 
所有者名 

土地登記事項証明書 

の 住 所 

住民登録の住所 
       

 
 
 
 

       
 
 
 
 

       
 
 
 
 

       
 
 
 
 

       
 
 
 
 

       
 
 
 
 

       
 
 
 
 

       
 
 
 
 

       
 
 
 
 

       
 
 
 
 

調査年月日： 令和  年   月  日  

作 成 者 ：   

     （ 資  格 ）                職印又は実印  



 

 

 

（様式 ６） 

令和  年  月  日  

 

 

 

申請者 宛 

 

 

 

市町村長  

 

 

 

法定外公共物にかかる機能の有無について 

 

 

下記の法定外公共物については機能を喪失しており、国有財産特別措置法第５条第１

項第５号の規定に基づく譲与の対象ではないことを証明いたします。 

 

記 

 

１．財産の所在地 

 

 

２．添付書類 

地図（公図又は 14 条地図の写し）：１部 

 

 

（注）地図には対象財産の起終点（起点△、終点▲）を明示する。 

 
  



 

 

 

（様式 ７） 

 

境界確認承諾書 

 

 

下記所在の国有地と隣接する下記の土地について、別添図面に表示された事項を

確認のうえ合意します。 

 

１．国有地の表示 

         所在                                       

数量                                   

   

２．隣接土地の表示 

 

隣接土地       所在                                         

（申請者の所有地）  数量                                    

 

隣接土地       所在                                         

（承諾人の所有地）  数量                                    

 

３．境界標の番号及び位置  別添図面記載のとおり 

 

４．別添図面の表示事項   □所有権界及び筆界 

                    

□筆界           

 

令和  年  月  日 

 

         承諾人        住所                                   

（申請者）      氏名                                 

 

承諾人         住所                                    

氏名                                 

     

 

承諾人本人が署名又は記名押印したことを証明します。 

 

 本人確認年月日  令和  年  月  日 

本 人 確 認 方 法  □ 運転免許証  

□ 個人番号カード 

□ その他（       ） 

 

実務取扱者( 資 格 )                      職印又は実印 

    

（注）「４ 別添図面の表示事項」のチェックは、財務局等で記入します。 



 

 

 

（様式 ８） 

土地境界確定申請に係る調査結果について、以下のとおり報告します。

　　令和　年　月　日

　

　                     　　　　　　　実務取扱者（資格）　　　　　　　　　　　　職印又は実印

 1-1 申請者に関する情報（※1）

□運転免許証　□個人番号カード　□その他（　　　　）

 1-2 委任に関する情報（※2）

□運転免許証　□個人番号カード　□その他（　　　　）

□生存　□死亡（死亡の場合は、相続を証する書類を添付）

□有　□無（一部不明者の探索状況は3に記載）

3　補足・特記事項（※5）

⑤ 本人確認方法

調査報告書
（境界確定申請時提出用）

1 境界確定協議申請書への記載について

① 申請者の氏名

② 申請者の住所

③ 申請書の記載方法 □署名　□記名押印

④ 本人確認年月日

①所　在 ②地　番 ③地　目

⑥ 連絡先（電話番号等）

① 委任者の氏名

② 委任者の住所

③ 委任状の記載方法 □署名　□記名押印

④ 本人確認年月日

⑤ 本人確認方法

⑥ 連絡先（電話番号等）

2 申請者所有地に係る登記事項等（※3）

 2-1 表題部の記載事項

② 権利者の生存状況

③ 相続人又は共有者全員の
所在確認の有無

 2-2 権利部（甲区）の記載事項等（※4）

① 権利者その他の事項

 
※1 複数人で申請する場合（申請地が共有地の場合等）は、欄を追加の上、申請者ごとに①～⑥を記載し 

てください。  
 ※2 共有者又は相続人の代表者が申請する場合は、必要に応じて欄を追加の上、委任者ごとに①～⑥を

記載してください 
 ※3 国有地に隣接する申請者所有地が 2 筆以上ある場合は、欄を追加の上、1 筆ごとに 2-1 及び 2-2 を 

記載してください。 
 ※4 登記簿に権利部が登記されていない場合は、登記簿上の土地所有者と推定した者及びその根拠を 

「補足・登記事項」欄に記載し、関係資料を添付してください。 
 ※5 所在等の知れない者がいる場合は、その者の氏名、探索方法及び探索結果を記載し、関係資料を 

添付してください。  



 

 

 

 

（様式 ９） 

 

 

既境界確定調査書 

 

 

既境界確定財産 

(国有地)の所在 

境界確定 

年 月 日 

隣接土地

の 地 番 

境 界 合 意 者 

(隣接土地所有者) 

既境界確定 

財産（国有地）

の 幅 員 

備 考 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

 

調査年月日： 令和  年  月  日 

作 成 者 ： 

（資 格）                     職印又は実印 

  



 

 

 

（様式 １０－１） 

境界確定協議書 

 

国有地管理者 北陸財務局（   財務事務所）長と隣接土地所有者 ○○○○ 、 

△△△△ 、□□□□ は、別添図面に表示された事項を確認のうえ合意し、境界確定協

議が成立したことから、各々１通を保有する。 

 

１ 物件の表示 

国有地         所在                            

数量                            

 

隣接土地       所在          〇 〇 〇 ○           

（申請者所有地）  数量                              

 

隣接土地       所在         △ △ △ △          

（所有者名）    数量                              

 

隣接土地       所在         □ □ □ □           

（所有者名）     数量                              

 

２ 立会協議年月日        令和    年   月   日 

 

３ 境界標の番号及び位置   別添図面記載のとおり 

 

４ 別添図面の表示事項    □所有権界及び筆界 

     

□筆界 

 

令和   年   月   日 

 

国有地管理者 財務省北陸財務局（   財務事務所）長 

 

〇〇土地所有者（申請者）     住所                              

氏名                                   

        

△△土地所有者           住所                              

氏名                                   

        

□□土地所有者           住所                              

氏名                                   

        

 

 

 

  

（注）「４ 別添図面の表示事項」のチェック、及び「境界確定年月日」は、財務局等で記入

します。 



 

 

 

 

（様式 １０－２） 

境界確定協議書 

 

国有地管理者 北陸財務局（   財務事務所）長と隣接土地所有者 ○○○○ は、別

添図面に表示された事項を確認のうえ合意し、境界確定協議が成立したことから、各々１

通を保有する。 

 

１ 物件の表示 

国有地         所在                            

 

数量                            

 

隣接土地       所在                            

                

数量                              

 

 

２ 立会協議年月日        令和   年   月   日 

 

３ 境界標の番号及び位置   別添図面記載のとおり 

 

４ 別添図面の表示事項   □所有権界及び筆界 

 

  □筆界 

 

 

令和   年   月   日 

 

国有地管理者 

 財務省北陸財務局（   財務事務所）長 

 

 

隣接土地所有者          住所                              

 

氏名                             

  

        

 

 

 

 

 
  

（注）「４ 別添図面の表示事項」のチェック、及び「境界確定年月日」は、財務局等で記入

します。 



 

 

 

（様式 １１ 表紙） 

 

 

 

調査報告書 
（境界確定協議時提出用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
土地境界確定協議に係る調査結果について、別添のとおり報告します。 

 

 

 令和  年  月  日 

 

 

実務取扱者                     職印又は実印 

                   ( 資  格) 

  



 

 

 

（様式 １１-１） 
                             （境界確定協議時提出用：単独所有地の場合） 

□令和　年　月　日 立会い　□立会い不可（※3）

□所有権登記名義人本人　□所有権登記名義人本人以外（  　　　  ）（※4）

□運転免許証　□個人番号カード　□その他（　　　　）

□署名　□記名押印

□運転免許証　□個人番号カード　□その他（　　　　）

3　補足・特記事項

⑥ 連絡先（電話番号等）

⑦ 図面作成者の氏名

① 協議書記載年月日

② 境界確定相手方の氏名

③ 記載方法

④ 本人確認年月日

⑤ 本人確認方法

1 隣接土地に係る登記事項等

 1-1 表題部の記載事項

①所　在 ②地　番 ③地　目

 2-2 境界確定協議書に関する事項

 1-2 権利部（甲区）の記載事項等（※1）

権利者
その他の事項

2 立会協議等の状況

 2-1 現地立会に関する事項（※2）

① 立会年月日

② 住所

③ 立会者と所有権登記名

義人の関係

④ 本人確認年月日

⑤ 本人確認方法

⑥ 連絡先（電話番号等）

 
※1 登記簿に権利部が登記されていない場合は、登記簿上の土地所有者と推定した者及びその

根拠を「補足・登記事項」欄に記載し、関係資料を添付してください。 

※2 財務局長等が立会省略の判断をした場合は、本欄は記載不要です。 

※3 立会いできない事情や境界等に対する意向を「3 補足・特記事項」に記載してください。 

※4 立会者が所有権登記名義人本人以外の場合は、立会者の氏名及び立会者との続柄を括弧

に記載してください。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

（様式 １１-２） 
 （境界確定協議時提出用：相続登記未了土地の場合） 

□有　□無（一部不明者の探索状況は3に記載）

 2-1 現地立会に関する事項（※4）

□令和　年　月　日 立会い　□立会い不可（※5）

□相続人本人　□相続人本人以外（  　　　　　  ）（※6）

□運転免許証　□個人番号カード　□その他（　　　　）

 2-2 境界確定協議書に関する事項

□署名　□記名押印

□運転免許証　□個人番号カード　□その他（　　　　）

3　補足・特記事項（※7）

⑥ 連絡先（電話番号等）

⑦ 図面作成者の氏名

① 協議書記載年月日

② 境界確定相手方の氏名

③ 記載方法

④ 本人確認年月日

⑤ 本人確認方法

⑤ 本人確認方法

⑥ 連絡先（電話番号等）

1 隣接土地に係る登記事項等

 1-1 表題部の記載事項

①所　在 ②地　番 ③地　目

②相続人全員の所在確認の
有無

相続人（氏名：　　　　  　 ）

2 立会協議等の状況（※3）

① 立会年月日

② 住所

③ 立会者と所有権登記名

義人の関係

④ 本人確認年月日

 1-2 権利部（甲区）の記載事項等（※1）

①権利者その他の事項
(※2）

 
 
※1 登記簿に権利部が登記されていない場合は、登記簿上の土地所有者と推定した者及びその根拠を 

「補足・登記事項」欄に記載し、関係資料を添付してください。 

※2 登記簿上の所有権登記名義人と相続人との関係を証する書類を併せて提出してください。 

※3 相続人の人数に応じて 2-1 及び 2-2 を追加の上、必要事項を記載してください。 

※4 財務局長等が立会省略の判断をした場合は、本欄は記載不要です。 

※5 立会いできない事情や境界等に対する意向を「3 補足・特記事項」に記載してください。 

※6 立会者が所有権登記名義人以外の場合は、立会者の氏名及び立会者との続柄を括弧に記載してく 

ださい。 

※7 所在等の知れない者がいる場合は、その者の氏名、探索方法及び探索結果を記載し、関係資料を添 

付してください。 

 

 



 

 

 

 

（様式 １２) 

令和  年  月  日 

財 務 大 臣  殿 

 

 

申請者   郵便番号    － 

住所又
（ふりがな）

 
は所在地 

 

氏名又
（ふりがな）

                         

は名称                        実印 
 
 
(担当課及び担当者名)   

電話番号 （     ）    － 

 

 

 

普通財産売払申請書 

 

 
下記のとおり普通財産の売払いを願いたく、関係書類を添えて申請いたします。 

 

記 

 

所 在 地 区 分 種目 数 量 使用目的 摘 要 

 土 地  
㎡ 

 
 

      

      

      

      

 

  



 

 

 

（様式 １３） 

売 払 承 諾 書 
 

 

 （ 申 請 者 名 ） が国から下記所在国有地の売払いを受けることについて、異

議なく同意します。 

 

 

 

記 

 

国有地の表示   所在                                 

 

数量                 ㎡  

 

 

 

 

令和  年  月  日 

 

隣接土地  

（承諾人の所有地）  所在                                

 

 

承諾人     住所                                

 

氏名                                

 

 

 

 

承諾人本人が署名又は記名押印したことを証明します。 

 

     本人確認年月日  令和  年  月  日 

本人確認方法   □ 運転免許証  

□ 個人番号カード 

□ その他（       ） 

 

 

確 認 者 

（土地家屋調査士等）                  職印又は実印 

 

 

 

  



 

 

 

例示 １４ 

33

25 29

21

28 32

23

27 31

26

22

作
成

者
１

／
５

０
０

縮
尺

申
請

人
土

地
家

屋
調

査
士

　
　

○
　

○
　

○
　

○
　

印

 （
令

和
○

○
年

○
○

月
○

○
日

 作
成

）

1
8

19
20

30

地
番

土
地

の
所

在
○

　
　

○
　

　
市

　
　

○
　

　
○

　
　

町
　

　
ハ

　
　

字

土
地

所
在

図

 
   



 

 

 

 例示 １５  
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（様式 １６） 

 

占有状況等調書 

 

 
 

１ ．  申 請 地 を 含 め て 、 一 体 利 用 す る 、 又 は 一 体 利 用 し て い る 土 地 の 面 積 は 、

（          ㎡）である。 

 

２． 申請地を過去５年以内に造成（ した ・ していない ）。 

 

過去５年以内に造成した場合 

○工事内容 （盛土        ｍ ・ その他             ） 

 

３． 現況は、 

（ 平坦地 ・ がけ地 ・ 傾斜地 ・ 高圧線下地 ・ 私道敷 ・ その他（      ） ） 

の状態にある。 

 

（注）現況は、複数の場合もあります。 

 

４． 申請地の使用状況 

申請地を使用（ している ・ していない ） 

 

 申請地を使用している場合    

○使用目的    

（住宅敷地 ・ 店舗敷地・ 田 ・ 畑 ・ その他（             ）） 

○使用開始日 （      年   月   日 ） 

       

※建物敷地の場合、建物の登記事項証明書等添付してください。 

  



 

 

 

 

（様式 １７） 

令和  年  月  日  

 

 

 

 財 務 大 臣  殿 

 

 

  住所又は 
所在地 

 
氏名又は                     

名称                       実印 
 

 

 

 

既往使用料確認書 

 

 

 

 下記国有財産について、私が                  から使用しています。 

なお、使用期間中（国が売払いした場合は、売買契約締結日の前日までの期間（使用期

間が１０年以上にわたる場合は１０年間とする。）の使用料は、国庫へ納付します。 

 

記 

 

所 在 地 区 分 使用数量（㎡） 備 考 

 
土 地 

  

 

  



 

 

 

（様式 １８） 
 

誓  約  書 
 

 
□ 私 

□ 当法人 

 

は、国と国有財産売買契約を締結するにあたり、下記１及び２のいずれにも該当せず、将来においても

該当しないことを誓約します。 

この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議

は一切申し立てません。 

また、当方が下記１に該当しないことを確認するため、当方の個人情報について、国が警察当局へ情

報提供することに同意します。 

 

記 

 

１ 契約の相手方として不適当な者 

(1) 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員

又は支店若しくは営業所の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与

している者をいう。以下同じ。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成

３年法律第 77 号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同法第２条第

６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき 

(2) 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を加える目的

をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

(3) 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるい

は積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき 

(4) 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしているとき 

(5) 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 

 

２ 公序良俗に反する使用等 

暴力団若しくは法律の規定に基づき公の秩序を害するおそれのある団体等であることが指定されてい

る者の事務所又はその他これに類するものの用に供し、また、これらの用に供されることを知りながら、

所有権を第三者に移転し又は売買物件を第三者に賃貸すること。 

 

 

 

  契約担当官 北陸財務局（    財務事務所）長 殿 

 

 

年  月  日 

 

住所又は所在地 

 

氏名又は名称  

                             

 

   ※ 法人の場合には、別紙役員一覧を添付 

  



 

 

 

 
役  員  一  覧 

 

 

法人名：                 

 

 

 

 

(注) 本様式には、法人登記の現在事項全部証明書に記載されている役員(支配人が契約を締結

する場合には、その者も含む)全員を記載してください。 
 

 

  

役  職  名 
（フリガナ） 

氏    名 
性別 住     所 生 年 月 日 

 
 男 

・ 

女 

 

Ｔ・Ｓ・Ｈ 

年  月  日 

 
 

 
 

 男 

・ 

女 

 
Ｔ・Ｓ・Ｈ 

年  月  日 

 
 

 
 

 男 

・ 

女 

 
Ｔ・Ｓ・Ｈ 

年  月  日 

 

 

 
 

 男 

・ 

女 

 
Ｔ・Ｓ・Ｈ 

 年  月  日 

 
 

  

男 

・ 

女 

 
Ｔ・Ｓ・Ｈ 

 年  月  日 

 

 

  

男 

・ 

女 

 
Ｔ・Ｓ・Ｈ 

 年  月  日 

 

 

  

 男 

・ 

女 

 
Ｔ・Ｓ・Ｈ 

 年  月  日 

 

 

  

男 

・ 

女 

 
Ｔ・Ｓ・Ｈ 

 年  月  日 

 

 

  

男 

・ 

女 

 
Ｔ・Ｓ・Ｈ 

 年  月  日 

 

 

  

男 

・ 

女 

 
Ｔ・Ｓ・Ｈ 

 年  月  日 

 

 

（（様式 １８（別紙）） 


